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路面電車が活躍する高知市内を視察。公共交通活性化とコンパクト
シティ政策の提言に繋げる

１　新卒者の就職支援
　県として、企業とのマッチングや求人開拓に全力を挙げることを提言。
　→　県も、就職面接会･相談会を増加し、高校生については、求人開拓員
　を12名配置し、企業訪問を行うなどの緊急的な対応を行っていくと回答。

２　障害者雇用
　景気低迷のしわ寄せを受けている障害者の雇用対策を提言。
　県も、求人開拓（これまで1,400社を訪問し、13名の雇用を開拓）を強化
するとともに、障害者雇用に積極的な企業への制度融資面や企業イメージ
向上などの優遇策にについて検討することを約束。

３　失業者への年末対策
　住居を失う失業者が集中する年末に控え、ハローワークにおいて、住居
や生活保護等、多重債務等の相談を一括で実施することを提言。県も、国
と連携して積極的に取り組むことを約束。

４　地場中小企業対策
　中小企業が苦手とする新技術・新製品開発や販路開拓を群馬県が先進的
に支援していることを評価し、更なる支援強化を提言。

５　生活密着型の公共事業への転換
　舗装補修や除草など、生活に密着した公共事業費が必要量の３割程度し
かないことを指摘。県も予算増額へ努力を約束。

６　公共交通の振興
　地球温暖化、高齢化により公共交通の重要性が高まる中、県と鉄道・バ
ス事業者が協力して公共交通の利用を促す施策を提言。
　県も初の施策である「エコ通勤ウィーク」（前橋で実施し18,000名が利用）
の成功を受け、全県的な実施を検討。
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２月４日付　朝日新聞記事より

昭和39年４月　生まれ
昭和62年３月　早稲田大学
　　　　　　　政治経済学部卒業
昭和62年４月　富士銀行入行
平成16年７月　参議院選挙初当選

現在の役職
民主党副幹事長
民主党群馬県連会長

昭和15年　東京都に生まれる
昭和38年　東京大学法学部卒業
　　　　　自治省入省
昭和43年　群馬県に赴任
平成３年　群馬県知事就任
　　　　　４期16年知事を務める

富岡ゆきお　プロフィール 小寺　弘之　プロフィール

夏の参院
選 選挙区は富岡ゆきお　比例区は小寺弘之を応援しています！
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